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「経営環境の変化と対応」特別調査 報告
【概要】

多くの中小企業が再び厳しい局面を迎えている。先の見えない不況の長期化が重苦し
くのしかかっているからである。ここ１年で取引先の倒産・廃業を経験した企業は65.3％
にのぼり、そのうち54.6％が債権回収不能という事態に遭遇している。つまり、10社に4
社弱が債権回収ができなかったことになる。こうしたことからも今、不良債権処理をハー
ドに実行していくならば、多くの健全な中小企業を市場から強制排除していく可能性は
高いといわなければならない。
この長い不況下、中小企業を巡る経営環境は大きく変化している。とりわけ大企業を
はじめとした生産拠点の海外移転は、下請中小企業に限らず、日本の中小企業の存立基
盤そのものを揺るがせている。とくに東北地域など、これまで大企業の量産組み立て工
場が大きな役割を果たしてきた地域の空洞化は深刻である。
海外展開している企業（進出、生産委託）の比率は低く、６割近くの企業は進出予定は

なく、国内立地を存立基盤（42.6％）とする。とはいえ業種別では製造業、流通・商業では
海外展開している企業はすでに１０％を超え、現在検討中の企業（全業種、７.８％）を加える
と、中小企業が海外展開を経営戦略上重要な選択肢の一つと判断している、といえる。
中小企業の健全な再生と発展なくして日本経済の再生はあり得ない。そのためにも個
別企業の自主的経営努力とともに、金融アセスメント法制定など、公平公正な金融政策、
中小企業の自主的経営努力を育んでゆく経済政策、経営支援が今こそ求められる。

 〔調査要領〕

２００２年８月２０日～９月１０日調 査 時∏

中小企業家同友会会員企業対 象 企 業π

FAX送信により自計記入を求めた調査の方法∫

19,618社より4,029社の回答を得た（回答率20.5％）回答企業数ª

（建設業733社、製造業1,109社、流通・商業1,223社、サービス業941社）

A役員を含む正規従業員数　　　　27.9人平均従業員数º

B臨時・パート・アルバイトの数　25.8人

2,792万円平均資本金Ω
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「産業の空洞化」対応は社会的には焦眉の課題―最近の各機関の「空洞化」調査より―

今年に入って、空洞化あるいは海外への展開を巡る調査が多くの機関で実施されている。2

月には商工中金が「中小企業の競争力等に関する意識調査」（有効回答2,641社）を実施、その

中で経済のグローバル化について「安価な輸入品の増加」(55.2％)や「日本企業の生産拠点の

海外への移転」（58.9％）によって悪影響を感じると答えた経営者はいずれも過半数を超えた。

それら経済のグローバル化への対応策では、「人件費以外の経費削減」（46.2％）、「パートの活

用等」（37.2％）、「従業員のレベルアップ」（34.3％）などが３割を超えている。

3月には日本政策投資銀行が「産業空洞化についての実態調査と今後の展開」（大企業を中心

とした208社のヒアリング調査）を発表した。海外投資の経験があると答えた企業が54.4％と

過半を占めたのは、政策投資銀行の取引先を中心とした大手製造業に限られていたという調査

対象によるところも大きい（平均資本金27,365百万円、平均従業員規模2,967人）。しかしこ

れらの企業のうち7割は90年代までに海外移転をはかり、2001年以降新たに海外移転の見込み

があると答えた企業は1割に満たない。また進出先別進出理由でみると、中国、ASEAN進出希

望企業では「安価な労働力」を求めての進出がもっとも多いのに対し（双方とも76％台）、

NAFTA、EU進出希望企業の理由は「マーケットイン」をあげる企業が7割台から8割台と最も

多く、指向の違いを示している。

6月に入って日本商工会議所が「地域産業空洞化の実態調査」（商工会議所（支部）のうち

526商工会議所の調査、及び会員企業から793社の回答）の結果をまとめ、発表している。主

要取引先の海外移転では45.4％が「ある」と答え、自社でも海外に生産拠点を持つ企業は

29.9％にのぼる。海外移転の理由は「人件費コスト」をあげる企業が最も多く、移転の時期は

1991年から1995年が最も多くなっている。移転先では中国が54.3％、タイ（10.7％）、イン

ドネシア（9.6％）、アメリカ（5.8％）となっている。さらに今後の経営強化策については「販

路拡大・営業強化」が最も多く、次いで「自社製品の開発強化」「製造工程のコスト削減」とな

っている。

このほか、限られた地域での調査も実施されている。2月に行われた（財）大田区産業振興協

会の「空洞化の影響に関するアンケート」調査（有効回答214社）や、大阪市信用金庫が9月に

発表した「中小製造業における大阪の『産業空洞化』問題について」（有効回答691社）などが

そうである。

まさに「空洞化」の議論は社会的現象かの様相を示している。現実の問題として、「取引先企

業が海外進出し、一緒に行くならともかく、日本にいては仕事もなくなる」、といった会員企業

の声もあった。とりわけ、長期不況の中での価格低下競争は国内での企業存立基盤を危ういも
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のにしかけている。いきおい、20分の1とも30分の1ともいわれる中国の低廉な労働力に目が

いく。こうした企業行動に対し誰しも、これで日本の経済、あるいは物づくりは大丈夫か、と

疑念を抱くことから「空洞化」を巡る議論はますます白熱化しているのだろう。

「空洞化」を乗り越える気構えを

こうした「空洞化」を巡る議論が盛んになった背景には次のようなことが考えられる。製造

業の海外生産比率をみると、90年代はじめには6％台で推移していた。しかし2000年には

14.5％となっている。日本の基幹産業といわれた電気、自動車等のリーディング産業での海外

生産比率が上昇し、国内生産が縮小してきたこと及びその影響が国民経済に影響を及ぼすよう

になり問題が先鋭化したといえる。現象的には90年あたりを境に起業率が廃業率を下回り事業

所数が減少し、就業者数の減少に歯止めがかからなくなり完全失業率が5％を上回るようにな

ったことに表わされる。中国からの輸入は製造業のみならず、流通・商業にも大きな影響を与

えずにはおかない。

とはいえ「空洞化」の意味する定義が定まっているとも言い難い。一般的には「経済発展の

高度化に伴い、第三次産業の比重が上昇するサービス経済化を示し、狭義には、直接投資を通

じて生産部門が海外に移転し、国内の製造業部門が縮小、弱体化することを意味する」（原正行

「海外直接投資と日本経済」）といえようか。しかしこの定義では、製造業だけの問題ではない、

という反論が出そうである。製造業部門というのを国内の産業と言い換えると、多少腑に落ち

るかもしれない。

しかしいずれにせよ、中小企業にとっての現実的問題は「空洞化」の議論をすることではな

く、そうした環境の中で自社の生き残る道を探索することであるはずである。

中同協「特別調査」の特徴

中同協企業環境研究センターの特別調査「経営環境の変化と対応」アンケートは、最近増え

ている倒産・廃業をはじめとした経営環境の変化とそれへの対応、及び地域での産業空洞化と

海外展開戦略をテーマとしたもので、中同協始まって以来の大調査となった。有効回答数が

4,000を超え、今年に入っての各機関の同テーマでのいずれの調査に比べても、最大の回答数

となっている。同友会の全国の現会勢からすれば１割を超える回答となる。ここに自覚的な同

友会企業の、自らの実態と次なる方策を自ら探し求める姿勢が如実に表れている。と同時に、

通常の景況調査に比べ、会員の総体と実像に近づいたといえるだろう。

また、他の調査機関による「空洞化」調査の特徴はいずれも大企業、あるいは中堅以上の企

業が対象の中心となっているのは、ある程度やむを得ないとしても、中小企業を中心としたこ

のテーマでの調査は少ない。それだけに、最大の回答数を持ち、しかも全国規模で中小企業に

限った調査はこの調査が初めてといってよい。それだけにこの結果は日本の中小企業像を示す

ものといっても過言ではない。さらに今回の特別調査は「空洞化」問題に限らず、最近の経営

環境変化を巡る動向の特徴をも映し出している。

ここに示された結果をよく吟味し、次なる企業戦略を練る材料としたい。

（中同協　事務局）

－3－



（1）取引先の倒産･廃業の増加

同時多発テロの衝撃も覚めやらない2001年暮れ、経営環境に深刻な影響を与えていると考え

られる幾つかの項目について、その影響の有無についてDORオプション調査が行われた。結果

は、影響「有り」の割合で、「取引先の倒産・廃業の影響」が64.5％、「取引先のリストラの影

響」が57.4％、「IT不況の影響」が57.2％、「同時多発テロの影響」48.0％、「安価な輸入品増の

影響」45.5％、「貸し渋りの影響」32.0％、「取引先海外移転の影響」28.0％となり、取引先の倒

産･廃業あるいはリストラによる影響が非常に高い割合に達していることが明らかになったので

ある。

この結果を受けて、2002年1～3月期のDOR調査においても、取引先企業の倒産･廃業の影響

についてオプション項目が設けられ、その影響の内容、与信管理・リスク管理の方法なども調

査された。ここでも、取引先の倒産・廃業を経験している企業は6割をこえ（ø‐図1）、その

65.2％（回答全体の39.7％）が、債権回収が不能になったと答えている。

こうしたDORオプション調査の結果を踏まえ、2002年8月には、DOR定期調査の対象企業の

みでなく、広く会員企業全体の動向を把握すべく、「『経営環境の変化と対応』アンケート調査」

（2002年DOR特別調査）が実施された。調査内容は、取引先の倒産･廃業の影響、経営環境変化

への対応、地域経済の空洞化の実態、

自社の海外展開の状況である。全会員

調査ではないが、全国各地の同友会の

協力が得られ、4,029社の会員企業か

ら回答が得られた。これは、99年に実

施された「金融問題特別調査」の

3,270社を大幅に上回るもので、現下

の厳しい実態を深刻に受け止めている

姿が浮き彫りにされている。今後、こ

の調査をもとに、会員企業が厳しい現

状をどのように捉え、どのように対応

しているかを明らかにし、中小企業の

経営課題を明らかにすることに役立てられることになる。

（2）2002年特別調査の実施

今回の特別調査の業種、地域、規模分布は本報告書P21の表1の通りである。四半期で行われ

ているDOR定期調査の回答規模は、2002年4～6月期までの平均では40人弱、従業員規模別でい

うと、正規従業員規模20人未満35.5%、20人以上50人未満34.7％、50人以上100人未満17.9％、

100人以上8.9％である。特別調査の結果では平均27.9人、従業員規模別でみると20人未満が
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〔ø〕深刻の度を増す経営環境の悪化

ø‐図1 過去1年間の取引先の倒産・廃業の有無
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59.9%であるから、DOR定期調査に比べると、回答企業の規模がかなり小さくなっていることが

わかる。これは、DOR定期調査の場合、四半期での回答に対応できる会員企業に調査を委嘱す

るため、結果として従業員規模が会内平均より大きくなってしまうためである。

99年の「金融問題特別調査」の際も正規従業員規模20人未満の企業が57.7%あり、今回とほぼ

同様の回答分布となっている。こうした2回の経験から見て、会員企業の全体状況が捉えられる

のはこの特別調査においてであるということがわかる。そして、その中でやや規模が大きく、

仕組みの確立した企業からの回答としてDOR定期調査の結果を捉えておく必要がある。また、

こうした従業員規模の差はそもそも回答企業の業種分布の差から生じているのであり、特別調

査の結果は定期調査に比べ、製造業の割合が5％ほど低く、その分サービス業が5％ほど高い構

成となっている。

資本金規模別には、全体の35.7％が1,000万円ちょうどであり、株式会社の最低資本金に合わ

せた規模になっている。また、19.6％が1,000万円未満で、有限会社等の株式会社以外の会社形

態であることも特徴的である。これは専門サービス業からの回答が一定数に上ったことと関係

している。

全体的な印象でいうと、中小企業金融公庫の『中小企業動向調査』の対象企業の規模に近い

のが、DORの定期調査であり、中小企業庁・中小企業事業団の『中小企業景況調査』の対象企

業の規模に近いのがDOR特別調査の結果であると捉えることができる。

（3）取引先の倒産・廃業の影響

流通･商業で極めて高い取引先の倒産・廃業

ø‐図1は、過去1年間で取引先の倒産･廃業があった割合を、2002年1～3月期のDORオプシ

ョン調査と2002年DOR特別調査で比較したものである。両調査で平均従業者規模に差があるこ

とはすでに見た通りであるが、取引先の倒産･廃業があった割合は、いずれの調査でも6割を超

え大変高い割合になっており、企業規模に関わらず取引先に大きな変調が起きていることがわ

かる。

この二つの調査で差が最も大きいのは建設業で、13％の開きがある。これは、DOR定期調査

における建設業は、建設業の一般水準に比べ業況判断DIなども比較的高く、良好な取引関係を

維持しているケースが多いためであると考えられる。これにたいし、特別調査においては建設

業も、取引先の倒産･廃業があった割合は63.3％と平均的な数字に達している。業種別で取引先

に倒産･廃業があった割合が最も高かったのは流通･商業で、特別調査では実に7割を超える結果

となっている。流通･商業の場合、仕入や販売において中小零細企業が取引先であることが多く、

不況に加えて高齢化の進んでいる自営業者の倒産･廃業が進んでいることがこうした数字に表れ

ている。

特別調査の従業者規模が小さくなった理由は、サービス業の回答が定期調査より多かったこ

とによるが、取引先の倒産･廃業があったとする割合では、定期調査のサービス業よりも特別調査

のサービス業の方が低くなっている。これは、専門サービス業など規模の小さいサービス業に

おいて取引先の範囲が比較的狭く、その分取引先の倒産・廃業の割合が少なかったためである。
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多くの場合、債権回収が困難

ø‐図2は、倒産･廃業した取引先

企業との関係が何であったかを聞いた

ものであるが、ここには業種の違いに

よる取引先の違いがはっきりと現れて

いる。業種別に多いのは、建設業の場

合は受注先、製造業の場合は受注、販

売先、流通･商業の場合は仕入、販売

先、サービス業の場合は受注、販売先

である。そして、それがそのまま反映

して、倒産･廃業した取引先の割合と

なって現れている。

受注先倒産・廃業の場合は、完成品

代金の受け取りはできず、生産仕掛り

の経費の回収すらままならないことが

多い。また、販売先倒産･廃業の場合

はもっと深刻で、完成品にまで仕上げ、

商品販売した後、販売先が倒産・廃業

となり、その代金そのものの回収が困

難となってしまう。そのため、受注先、

販売先に倒産･廃業が多かった場合、

その影響として「債権回収が不能にな

った」割合が大変高くなってくる。

ø‐図3は、取引先企業の倒産・廃業の影響を聞いたもので、倒産･廃業した取引先で受注先、

販売先の合計の割合が最も高かった製造業において、債権回収が不可能になった割合が最も高

くなっている。

取引先に倒産・廃業があった割合が65.3％で、そのうち54.6％が債権回収が不可能になってお

り、したがって、全体で35.7％の企業が債権回収不能という事態を経験していることになる。

業種別には、倒産・廃業した取引先をもち債権回収が不可能になった割合の最も高かったのは

製造業で37.0％にのぼり、取引先の倒産・廃業の割合の最も高かった流通･商業では38.3％とな

った。これらの業種では、実に10社に4社に近い割合で債権回収困難という事態に直面している。

（4）地域産業の空洞化の進行

取引先企業の倒産･廃業の増加は、地域産業の空洞化と結びついている。特別調査のもう一つ

の柱は、海外展開に伴う地域産業の空洞化の進行状況を捉えることである。ø‐図4は、自社の

所在地域で産業の空洞化が進んでいるかどうかを聞いた結果である。「進んでいる」との回答割

合が最も高いのは製造業で、46.7％の企業が「進んでいる」と答え、「今後進みそう」をいれる

－6－

ø‐図2 倒産・廃業した取引先企業との関係
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と72.6％になり、全体平均の58％を大

きく上回っている。これは、大企業の

製造工場の海外展開に伴い製造業の集

積地で空洞化が進んでいることと、そ

うした事態の進行に製造業の場合、こ

とのほか敏感にならざるを得ない状況

にあるからである。

このことはø‐図5によく現れてい

る。ø‐図5は、空洞化によってどの

ような問題が生じているかを聞いた結

果で、製造業においては、倒産･廃業

の増加という回答が54.5％と抜きん出

ており、次いで、その結果としての雇

用の悪化、消費低迷による商店街の衰

退と続いている。全国各地で商店街の

衰退は目を覆うばかりの状況になりつ

つあるが、製造業地域ではむしろ取引

先の倒産・廃業の進行の方がより強烈

に映っていることと思われる。本年か

ら来年にかけて、大手製造工場の海外

移転の予定が次々と発表されてきてお

り、「今後進みそう」が現実化すると、

産業集積の崩壊がいっそう進まざるを

えないことになり、雇用悪化、消費低迷、倒産･廃業の増加という悪循環から抜け出すことがま

すます困難になってくる。

地方のどこに行っても商店街のシャッターが下りている姿を目にするようになってきている

が、これが都市部にも波及してきているのが最近の状況である。ø‐図5の流通･商業、サービ

ス業の回答をみると、「消費低迷による商店街の衰退」が40％以上と大変高い割合に達しており、

「倒産･廃業の増加」、「雇用悪化」と肩を並べるにいたっている。このように、製造業集積地で

空洞化が進み、消費基地である商店街も衰退するという、生産と消費の両面にわたる弱体化に

直面し、日本経済は尋常でない状況に陥ってきている。

特別調査では、自社の海外展開（海外移転、生産委託）の状況についても聞いているが、「す

でに進出している」、「すでに生産委託している」は、製造業でそれぞれ5.1％、8.8％で、「現在

検討中」も9.9％と世に言われているほど高い割合ではない。むしろ「海外進出する予定はない」

47.2％が目立つくらいである。これは、「国内立地でなければ成り立たない」が製造業において

も依然として多いと捉えられているためである。これが本当にそうかということが今後問われ

てくることになる。

－7－

ø‐図4 地域産業の空洞化の進行
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ø‐図5 空洞化によって生じる問題
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（5）経営環境変化への対応

特別調査では、こうした経営環境の

変化にたいして、企業組織面と雇用・

採用面でどのような対応をしてきてい

るかも聞いている。ø‐図6は、企業

組織面での対応で、全体の第1位は

「財務体質の強化」で、建設、流通・

商業でこれが第1位となっていること

が全体を引き上げている。これにたい

し、製造業、サービス業では「得意分

野の絞込み」がトップになっており、

取り扱っている製品･サービスに相当

な工夫を凝らさないと生き残れないこ

とが認識されていると考えられる。そ

のため、「情報力の強化」、「専門分野

の人材確保・教育」が重視されている。

また、組織面では、「企業組織のスリ

ム化」を図りながら、「新規事業部門

を新設」させてきている。この厳しい

状況にありながら、新規事業部門の新

設が27.2％に上っているのは特筆され

るべき点である。

雇用･採用面での対応（ø‐図7）としては、「アルバイト・パートの活用」が35％で第1位で

あり、人件費の節減に引き続き努めざるを得ないことがわかる。5年前の97年にDOR定期調査

の委嘱企業を対象に『会内経営実態調査』が行われ、その際にやはり雇用･採用面の対応を聞い

ているが、ここでも「アルバイト・パートの活用」が第1位になっており、同様の傾向が続いて

いることがわかる。また、たしかに人員削減（リストラ）も進んでいるが、あわせるとそれを

上回るくらい、大企業ならびに大企業以外からの中途採用が進んでいる。さらに新規採用では、

割合としては小さいが、その拡大が縮小を上回っていることが注目され、会員企業の頑張りの

芽をみることができる。

菊地　進（立教大学）

中小企業の景気は2000年秋以降バブル崩壊から3回目の下降局面をむかえたが、2002年に入る
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〔¿〕取引先の倒産・廃業の広がりと中小企業の対応策
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と指標が水面下ではあるものの、多少上向いてくるようになった。しかし、その指標の中身を

吟味すると実質的には横ばいといえるものであった。政府は2002年5月には景気底入れ宣言をし

たが、アメリカの景気回復がはかばかしくないことに加えて、秋にハードな不良債権処理策を

経済政策の中心に据えたことにより2002年末にかけて再び下降がはじまりそうである。そうし

たところから2002年度後半には、景気下向きが明らかになることは間違いない状態である。

一方金融面では、2001年夏以降金融機関の態度が変化して、中小企業に対する貸し渋り、貸

しはがし再燃の懸念が出てきた。その中で不良債権処理がハードな形で実行されようとしてい

るので、その懸念が急速に現実のものとなりつつある。

今回の特別調査はこのような外的経済環境のもとに実施されたのである。

（1）3分の2の中小企業が経験している取引先の倒産・廃業の意味

広がる取引先の倒産・廃業

特別調査ではまず、「過去1年間で取引先企業の倒産・廃業はありましたか」という設問を設

けている。それに「ある」と回答した企業は65.8％にのぼった。DOR2002年1～3月期の定期調

査においても同様の設問（オプション項目）を行ったが、そのとき「ある」の割合は60.8％で

あった。今回の調査対象企業はDOR定期調査と部分的に重なっているが、そのまま単純に比較

することは正確さに欠ける。しかし65.8％という数字は、少なくともこの半年間で取引先の倒

産・廃業を経験する割合が縮小に向かっていることを示すものではないであろう。厳密な比較

とはいえないが、むしろ取引先の倒産・廃業を経験する割合が増大していることを物語ってい

るととらえるべきであろう。

いずれにしろ、2002年の秋の時点で3分の2の企業が取引先の倒産・廃業を経験しているので

ある。これを業種別にみると流通・商業だけが70％を突破して72.3％に達している。資本規模

別には3000万円以上5000万円未満層が73.0％、5000万円以上層が73.2％と資本金規模が大きい層

の経験割合が大きい（¿‐図1）。同様に正規従業員規模別でも50人以上層の企業規模が相対的

に大きい層の経験割合が73％を超えている。全国6地域別には70％を超えた地域はなかったが、

都道府県別に分けると大阪(76.8％)、

東京(71.4％)、千葉（70.9％）の大都

市圏と東北では岩手(77.1%)、中国では

岡山(76.1%)、四国では香川(70.1%)、

愛媛(70.0%)のほか、大分(71.7％)、熊

本(70.5％)、鹿児島(70.0％)の九州圏が

70％台になっている。とくに大都市圏、

そのなかでも大阪が突出しているので

ある。

このように取引先の倒産・廃業が、

大都市圏に立地している比較的規模の大きい中小企業、業種的には流通・商業を中心にして広

がりをみせているのである。したがって、多くの中小企業にとって企業間の取引関係を大きく

－9－

¿‐図1 資本規模別取引先の倒産・廃業の有無
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変えることが強制されている、あるいは自らが主体的に取引関係を大きく変えないと生き残っ

ていけない局面に立たされているのではないかと懸念されるのである。

倒産・廃業した取引先は上流、下流に多様

前述の倒産ないしは廃業した取引先企業（主な企業ゆえ複数の場合もあり）の企業規模は、

中小企業の場合が94.4％、大企業が9.9％であるから、取引としては、圧倒的に中小企業間の取

引であることがわかる。

つぎに調査対象企業とその取引

先企業との取引上の関係はどうな

っているのか。それは、¿‐図2

（複数回答）のように「販売先」

46.6％、「受注先」32.8％、「仕入

先」21 . 7％、「外注・委託先」

9.4％、「販売委託先」1.3％である。

多くの場合「販売先」「受注先」

「仕入先」のいずれかであること

（複数の時もあり得る）が明らか

になっている。つまり、倒産・廃

業した取引先が、ある場合は調査

対象企業の上流（たとえば「仕入

先」）であり、別の場合は下流

（たとえば「販売先」「受注先」）

に位置していたことを示していよ

う。

さらに倒産・廃業した取引先企

業を4業種別に整理すると¿‐図3

になる。A「外注・委託先」では

建設業が37.3％と多く、製造業（25.4％）、サービス業（20.1％）と続く。B受注先でみると製

造業がトップで30.7％、建設業（29.6％）、サービス業（26.0％）と20％台を占める。C販売委

託先、販売先でみると流通・商業の割合が高く（37.1％、47.2％）、製造業（37.1％、29.5％）が

それに次ぐ結果となった。D仕入先でみると圧倒的に流通・商業の占める割合が高く（45.7％）

となっている。

これを倒産・廃業した取引先企業との関係を業種別にみた、Ｐ6のø‐図2と合わせて読み解

くと、調査対象企業の業種業態によって倒産・廃業した取引先が調査対象企業の川上であった

り、川下であったりと現実的には多様であることがわかる。それを業種別にみても、建設業、

製造業、流通・商業、サービス業のいずれも川上、川下の両方に倒産・廃業した取引先が多く

存在していたのである。このような多様で奥行きのある取引の連鎖が倒産・廃業によって切断

－10－

¿‐図2 倒産・廃業した取引先との関係
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されたことになる。

「債権回収不能」等による取引の激変、取引関係の不安定化

さてつぎに取引先企業の倒産・廃業によって生じた直接的影響はどのようなものかを¿‐図4

（複数回答）によってみると、54.6％の企業が「債権回収が不能になった」と回答している。す

なわち最大の影響は、企業間の商業信用の収縮・崩壊によって、取引関係が中断するあるいは

断絶したことにより「債権回収が不能」となってあらわれている。これは企業間における取引

関係の激変そのものであり、取引

関係不安定化を意味するものであ

る。

しかしその一方で、「影響なし」

が30.6％と3割を超えていることを

見落としてはならないだろう。

「影響なし」とは、この間の取引

先企業の倒産・廃業の広がりに対

して、いち早くリスク分散、情報

収集・チェックなどの取引先企業

への与信管理・リスク管理を徹底

させ、その効果が一定程度あらわ

れている企業が取引関係不安定化

の対極に存在することを示すもの

ではないかと、とらえられるから

である。

とはいえ、「新たな取引先を探

した」が23.6％、「仕事量が急減し

た」が8.5％などを考慮すると、直

接的影響の大勢は、たしかに取引

関係を不安定化させる方向に傾い

ていることになろう。

「売上不振」等不況深刻化が最大

要因

そうした取引先企業が倒産・廃業に至った主な原因は何か。その「推測」をまとめたものが

¿‐図5（複数回答）である。ここでは「売上不振」が77.0％と突出した割合を占めている。こ

れは不況の深まりを示すものにほかならない。このように不況の深刻化が最大の要因になって

いるのである。つぎに「放漫経営」25.7％、「貸し渋り等による資金繰りの行き詰まり」23.5％、

「市場縮小」22.7％の3つが20％台の原因になっている。「売上不振」という高い原因の山ととも

－11－

¿‐図4 取引先企業の倒産・廃業の影響
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に3つの項目が低い山並みを形成してるのである。

「売上不振」が不況の深刻化をあらわすとするならば、「放漫経営」は経営者の責任を意味し、

「貸し渋り等による資金繰りの行き詰まり」は不良債権処理加速策にあらわれている政府の誤っ

た政策に起因するものであり、「市場縮小」は「売上不振」同様不況の深刻化を示しているとと

らえられる。

このように、取引先の倒産・廃業は大都市圏の規模の大きい中小企業で流通・商業を中心に

して広がりつつあるが、それらは中小企業の多様な取引に深く浸透しているので、企業間の取

引に激震を与えていると考えられる。したがってこれは取引の不安定化が進行しているととら

えなければならないだろう。しかもその主たる原因は、90年代以来長期化している不況にある

ばかりでなく、制度的に不況を人為的に促進させている金融政策の誤りも重大であることが明

らかになろう。

（2）取引関係の変化と中小企業の経営対応

「企業組織のスリム化」か「専門分野の人材確保・教育」か

この1年の特徴的な動きとして、景気循環的側面から景気下降が確実視されているだけでなく、

取引先企業の倒産・廃業の増加によっ

て取引関係の不安定さが深刻になる、

あるいは、企業の海外進出、生産委託、

輸入増などにより地域産業空洞化が一

層進むと見込まれる等、中小企業を取

り巻く経営環境の変化は著しい。そう

した動きに対して、調査対象企業はど

のような対応策を立てているのかとい

う設問への回答が¿‐図6である（複

数回答）。ここに示されているように、

「財務体質の強化」（37.0％）、「得意分

野の絞り込み」(35.2％)、「情報力の強

化」(30.8％）、「企業組織のスリム化」

(27 . 9％)、「新規事業部門を新設」

（27.6％)の5つが25％を超える重点対応

策になっている。これを整理すると、

財務体質強化と情報力強化をベースに

して、A得意分野に絞り込む、関連し

て企業をスリム化するという方向をと

るか、B新規事業に取り組んで新部門

を立ち上げるという方向か、というこ

とになろう。このような取り組みが現
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¿‐図6 経営環境変化への対応
（20％以上の上位6位まで）
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¿‐図7 取引先の倒産・廃業の有無別経営環境変化への対応
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在の経営環境下で経営基盤再構築策として位置づけられているとみることもできよう。

ところで、そうした中小企業への経営対応において取引関係不安定化の広がりはいかなる違

いをもたらしているか。

そこで取引先企業の倒産・廃業という取引関係の激変を経験した企業と経験していない企業

との間で対応策は同じなのか、違っているのかをみたものが¿‐図7である（複数回答）。¿‐

図7によれば「財務体質の強化」「得意分野の絞り込み」「情報力の強化」「新規事業部門を新設」

では取引先の倒産・廃業を経験した企業も経験しなかった企業もほぼ同様に力を注いでいる共

通した対応策になっている（取引先の倒産・廃業を経験した企業が多少力の入れた方が強いと

いう相異は存在するが）ことがみてとれる。

ここでの大きな相違点は、第1に取引先の倒産・廃業を経験した企業（経験企業）は経験して

いない企業（非経験企業）より「企業組織のスリム化」に力点を置いていることにあり、第2に

非経験企業は経験企業より「専門分野の人材確保・教育」に力点をおいていることにある。経

験企業の「企業組織のスリム化」は今後も予想される取引関係の激変に対して適切なスピード

で対応するために取り組んでいる企業組織の再編であり、非経験企業の対応は、企業経営の原

点に戻り、中長期視点で人材育成をねばり強く進めていることを示しているととらえられるの

である。

アルバイト・パートの積極活用と採

用・削減の並立

経営環境変化への対応策の中でもと

くに雇用・採用面の対応策に絞ってみ

ると¿‐図8（複数回答）のようにな

る。すなわち、「アルバイト・パート

の活用」が36.1％と最大項目の対応策

になっている。つづいて「特に対応な

し」22.6％、「人員削減（リストラ）」

14.0％、「大企業以外からの中途採用」

13.5％、「新卒採用の拡大」13.3％、

「新卒採用の縮小」11.0％の順である。

この間の雇用・採用における対応策

の1番目はアルバイト・パートを有効

に活用することにある。2番目の「特

に対応なし」は文字通り取り立てて対

応策を取っていないことである。とく

に企業規模が小さくなるほどこの比率

が高くなっている。3番目は採用と削

減が並立していることである。ここで
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¿‐図8 雇用・採用面での対応
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¿‐図9 取引先の倒産・廃業の有無別雇用・採用面の対応
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はこの3番目の動向に注目したい。人材育成戦略に関連して即戦力（「大企業以外からの中途採

用」）と中長期戦力（「新卒採用の拡大」）を組み合わせた採用姿勢がうかがわれるからである。

さて前述と同様の視点から¿‐図8の雇用・採用面の対応策を、取引先の倒産・廃業を経験し

た企業（経験企業）と経験していない企業（非経験企業）とに分けてみよう（¿‐図9）。

すると、経験企業では、アルバイト・パートを積極的に活用する一方で、人員削減と新卒採

用を抑制し、中途採用と退職後の再雇用をはかることによって取引先の倒産・廃業の影響を最

小限にしようという即戦力的対応が目に付く。これにたいして非体験企業においては、「特に対

応なし」の割合が24.1％と経験企業のそれの割合より6.4ポイントも大きくなっている。これは、

小規模層ほどアルバイト・パートの活用以外の対応策をとっている企業が少ないからである。

たとえば、非体験企業の5人未満層では「特に対応なし」が5割を超えた最大項目になっている。

これらから確認できることは、取引関係の変化が中小企業の経営的対応にもたらした特徴的

なことは、A経営環境変化のスピードに対応できる企業のスリム化であり、B人材面での特徴

は即戦力に力点を置いた対応になっていることである。

阿部　克己（東邦学園大学）

（1）地域における産業空洞化の実態

¡‐図1は「企業の海外進出、生産委託または輸入増による地域産業の空洞化について」の設

問に対する回答結果を地域別に見たものである。全国レベル（合計）で見ると、「空洞化の可能

性はない」との楽観的な回答は8.1％で1割にも満たないのに対して、「進んでいる」が最多の

36.9％を占め、「今後進みそう」（25.0％）を加えると6割を越える企業が空洞化問題に危機感を

感じている。これを地域別に見ると「進んでいる」の指摘割合が関東、北陸・中部および近畿

で4割を超え、相対的に高くなっている点が注目される。これらの地域は製造業の比重が大きく、

また外注・下請関連の中小企業も高く、生産の海外移転や大企業の国際的部品調達の影響をよ

り強く受けているからであろう。

北海道・東北と九州・沖縄では空洞

化進展度が相対的に低く示されている

のは、業種構成の特徴を反映したもの

といえよう。すなわち、両地域では建

設業と流通・サービス業の比重が相対

的に高く、地域経済の現実的な問題は

経済のグローバル化というよりも、公

共事業削減問題と大型店出店問題など

の身近な問題に起因するところが大き

いと考えられる。ただし、これらの地
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〔¡〕歯止めがかからない地域産業の空洞化

¡‐図1 地域別に見た空洞化の状況
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域でもこれまでの誘致政策により、大企業の量産組み立て工場が大きな役割を果たしてきた地

域（例えば、岩手、宮城、福島など）では生産の海外移転の影響が太平洋ベルト地帯よりも大

きいことから、空洞化問題に対する危機感はきわめて強く示されており、県あるいは基礎自治

体レベルで問題点は異なっていることが注目されねばならない。

（2）空洞化に伴う問題点

地域産業の空洞化問題はそれぞれの地域の産業構成の特徴によって、その問題性は異なる。

¡‐図2を見ると、大都市部の中でもとりわけ不況の影響が色濃く出ている大阪を抱える近畿で

は「倒産・廃業の増加」の指摘割合が群を抜いており、関東がそれに次いでいる。これに対し

て、北海道・東北では「雇用悪化」（52.2%）が焦眉の問題と認識され、また九州・沖縄では

「消費低迷による商店街の衰退」(43.7%)が最重要視されている。

次にこれを業種別に見れば（¡‐図3参照）、空洞化問題は製造業では「倒産・廃業」問題

(54.5%)として現れているのに対して、第3次産業では集客要因が個店の経営努力の前提条件と

なるため、倒産・廃業、雇用問題と商店街衰退が三位一体となって問題化している。

空洞化問題の焦点のひとつである

「空き工場の増加等による産業集積の

崩壊」については、直接関係する製造

業では14.9％と高い指摘割合が示され

ているが、それに留まらず建設業

（13.2％）、流通・商業（9.6％）および

サービス業（11.6％）でも強い関心事

となっている。地域別では、製造業の

集積の度合いの高い関東と近畿では、

とりわけ強い危機感が示されている。

この回答傾向は、中国への生産機能

の移転がさらに加速化しつつある今

日、地域産業集積の危機はこれまでの

小規模・自営業者層を中心にした歯槽

膿漏的衰退から、地域社会に一定の雇

用を提供している中小「企業」の淘汰

による地崩れ型崩壊への懸念の表明と

考えられる。

（3）取引先の海外展開の実態

¡‐図4は過去5年間の主要取引先の

海外展開（海外進出、生産委託）の実

態を示すものであり、全体では29.7％
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¡‐図3 業種別に見た空洞化の問題点
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¡‐図2 地域別に見た空洞化の問題点
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の企業が取引先の海外展開を経験している。その際、製造業では半数近くの44.9％の企業がこ

の問題に直面している。その結果、地域別では製造業の比重が大きい関東（37.7%）、北陸・中

部（36.7%）、近畿（34.7%）で取引先の海外展開比率が高くなっている。これに対して、価格破

壊現象が強まる中で開発輸入や直接仕入れに力を注いでいる流通・商業では32.4％、サービス

業でも2割を越えて「あり」と回答している。

この点に関して、東京都大田区が昨年末に実施した「空洞化の影響に関するアンケート」の

集計結果を見ると、調査対象企業のう

ちの59％が取引先の製造拠点の海外移

転を経験しており、そのうちの65％の

企業は受注・売上の減少などの直接的

な影響を受けている。

これらの企業の展開先を見ると

（¡‐図5参照）、全体では79.7％の指

摘割合で中国が圧倒的に高い比重を占

めており、業種別に見ても大きな相違

点は見られないが、製造業（80.2％）

を抜いて商業・流通が82.7％でもっと

も高い数値を示している。これに次い

で重要な進出先は「アジア（中国以外）」

であり（全体では36.5％）、業種別では

製造業と建設業で多くなっている。ま

た製造業の場合、日本のセットメーカ

ーの海外展開の重要拠点である「北米

等NAFTA」（7.1％）の比重が相対的に

高くなっている点が特徴的である。

なお一部では、日本の製造業の海外

生産比率（99年の海外生産比率は

12.9％）は欧米（アメリカは30.7％、

ドイツは43.7％）と比較して未だ遅れ

ており、さらなる国際化への対応を求

める声も聞こえてくる。しかし、世界

の対内直接投資残高（2000年）に占める割合を見ると、ＥＵが37.8％、アメリカが19.6％となっ

ているのに対して、日本の比率はわずかに0.9％である。すなわち欧米の場合には資本が相互乗

り入れ状態になっているが、日本の場合、片道通行になっていることが空洞化問題を顕在化さ

せる要因となっている。

吉田　敬一（駒澤大学）
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¡‐図5 業種別に見た取引先の海外展開先
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¡‐図4 業種別・地域別に見た取引先の海外移転状況
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（1）同友会企業の海外展開の状況

そこで次に、日本経済のグローバル化のアクセルが踏み続けられる中、同友会の会員企業の

海外展開の実態と考え方について整理することにしよう（¬‐図1参照）。まず全体的に見ると、

すでに海外展開している企業（進出、生産委託）の割合は8.8％であり、業種別では製造業が

14.5％と高く、流通・商業が11.1％となっている。他方、建設業（2.2％）とサービス業（3.9％）

は市場面で地域密着の度合いが高いことから、海外展開の比重は小さい。しかし、「現在検討中」

の比率が全体で7.8％であり、製造業では10.3％となっていることから、今後は同友会企業にと

って海外展開は戦略上の重要な選択肢のひとつとなる可能性が無視できない。

ちなみに海外展開を実施ないし考慮している会員企業の展開先としては、やはりここでも中

国がターゲットとなっており（全体平均では76.3％、製造業では80.0％）、中国以外のアジア

（全体平均の39.2％に対して、サービス業では45.5％、流通・商業では42.1％で製造業の36.9％を

上回っている）を含めて、中国を軸としたアジアレベルでの国際的生産・流通分業システムへ

の移行という構図がうかがえる。ただし同友会企業の海外展開の特徴として、北米やＥＵに対

する関心の強さが指摘される。すなわち、主要取引先の海外展開先に占める北米等ＮＡＦＴＡ

とＥＵの指摘割合は4.4％と3.0％であったのに対して同友会企業の場合は8.0％および4.9％と相

対的に高い数値となっている。このことは同友会企業の海外展開は単なるコストダウン効果の

追求ではなく、先進国市場への進出・開拓や高度な技術交流・提携をも視野に入れた形で、空

洞化とは一線を画する本来的な国際展

開戦略を持った中小企業の数が多いこ

とを示唆しているとも考えられる。

また、その一方で「海外進出や生産

委託の予定はない」とする地域密着型

企業の比率は全体では92.0％、製造業

でも85.9％と非常に高い比重を占めて

いる点は注目される。

（2）同友会企業が海外展開に踏み切る

理由は？

海外展開の理由については、大きく

2つに区分される（¬‐図2参照）。ひとつは価格破壊・コストダウン圧力への対応を主眼とした

海外展開であり、今回の選択肢では「国内より安価な調達が可能」（53.3％）と「安価な労働力

（人件費コスト）」（32.9％）がそれにあたる。業種別に見ると、過酷なコストダウン・価格破壊

に規定されつつ、国際展開がもっとも活発となっている製造業と流通・商業では、この2つの要

因が海外展開理由の主力を形成している。
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〔¬〕同友会企業と海外展開

¬‐図1 同友会企業の海外展開の状況
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これに対して「進出先の市場の魅力」

（全体では21.4%）、「事業機会の拡大」

（24.9％）および「情報・技術の獲得」

（7.5％）を理由とする海外展開は、言

葉の本来的意味合いでのリストラ（事

業再構築）に該当するものであり、国

内経済基盤の侵食に直結するものでは

なく、むしろ地域経済の新たな展開基

盤を模索する試みとして評価すること

ができる。

（3）同友会企業が地域密着にこだわる理由は？

今回の調査対象企業のうちの多数（92.0％）は海外展開と一線を画する地域密着路線を追求

している（¬‐図3参照）。そこで次に、これらの企業が地域にこだわる理由について整理して

みよう。

一口に地域密着型経営といっても、ここでもまた2つのタイプに区分できる。ひとつは海外展

開をしたいけれども何らかの理由により海外展開ができないという消極的な地域密着型路線で

ある。今回の選択肢では「資金がない」（16.1％）、「人材がいない」（12.8％）、「リスクが大きい」

（23.1％）、「適切な情報がない」（12.7％）、「進出先で同じ生産等の条件が確保できない」（5.5%）

がこれに該当する。このタイプの企業の場合、これらの条件が整えば海外展開に踏み切る可能

性が強く、地域密着型である必然性に乏しいと考えられる。このタイプの企業は目的の明確化

を前提とした上で海外展開を目指すか、それとも国内立地に競争力の源泉を有する経営体質を

確立強化するのか、という将来展開の方向性についての選択を早急に行なう必要がある。そう

でないと、いつまでも受身の対症療法的な経営に終始せざるを得ず、生き残りをかけた椅子取

りゲームから脱却し、独自の存在基盤を持った企業（なくなったらお客様・取引先が困る会社）

への経営革新の展望は切り拓かれないであろう。

第2は地域に対するこだわりが戦略的に明確化されており、経営理念的に地域密着でなければ

ならないタイプの企業群である。その

理由としては「地域・顧客密着など国

内立地でなければ成立しない」

（42.6％）がすべての業種で最多指摘

割合を示しており、「国内地域立地に

こだわりたい」（21.0%）、「進出しなく

ても十分競争力がある」（10.4％）が

続いている。この点に関して、昨年11

月に社会経済生産性本部が発表した

OECD加盟国の労働生産性比較では、

¬‐図2 同友会企業が海外展開する理由
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日本の製造業のランクはアメリカに次いで2位を占めていたことが注目される。

海外展開の中心的な位置を占める製造業において、「地域・顧客密着など国内立地でなければ

成立しない」と立地戦略が明確化している企業が最多数の26.3％を占めている点が注目される。

また国内立地でも十分に競争力があると回答した企業が1割を超えていること、さらに国内立地

にこだわりたいと考えている企業も20.6%と業種別に見ても最も多いことは、中小製造業のモノ

づくり能力が依然として再生可能性を秘めていることを示唆するものであり、加えて企業経営

の社会的責任・モラルの高さを示唆するものとして積極的に評価されるべきであろう。

（4）存亡の瀬戸際に立つ地域産業

以上で見たように経済のグローバル化の急激な進展は、生産の海外移転に伴う国内工場の相

次ぐ閉鎖と、海外工場からの逆輸入や商社などの開発輸入による内需関連企業の駆逐を推し進

め、国内の生産基盤は歯槽膿漏的崩壊現象に喘いでいる。またグローバル・スタンダードとい

う名のアメリカン・モデルへの迎合は流通・サービス業の既存の存立基盤を脅かし、大型店の

無秩序な進出と撤退による「まち壊し」と商店街の衰退が進み、コミュニティの空洞化が全国

各地で深刻な局面に立ち至っている。

こうした中で、2002年8月17日の日本経済新聞に衝撃的な記事が掲載された。山口県の美祢市

が97年に分譲を開始した美祢テクノパークに進出する企業が皆無という現実に対して、市と議

会は苦渋の選択の結果、刑務所の誘致に取り組むことを決めた。国内経済基盤の綻びがこのま

ま進んで言った場合に、美祢市の「悲劇」的な決断が特異な例外的現象ではなくなる事態が懸

念される。

地域中小企業の再生なくして日本経済の健全な発展はありえない。なぜなら、地域に根ざし

た中小企業の集積は地域内での経済循環（地域内再投資力）を強め、地域経済社会の自立性・

自律性をレベルアップすることから、安定した雇用と所得を地域に提供し、それぞれの地域特

性に基づいた個性的な財・サービスを供給することにつながるからである。そのためには個別

企業の自主的経営努力に留まらず、金融アセスメント法制定要求運動に代表されるような、よ

りよい経営環境づくりを目指した経営者団体としての運動の進展が不可欠となる。

吉田　敬一（駒澤大学）
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その他サービス業流通・商業製造業建設業構成比％合計
１８９４１１２２３１１０９７３３１００.０４０２４合計
０.４２３.４３０.４２７.６１８.２－１００.０構成比％（横）
６１５２２４８１３７１５１１７.２６９４北海道・東北

全
国
６
地
域
別

４１６０１７２１９９１０９１６.０６４４関東
４１５０１９５２２４１３１１７.５７０４北陸･中部
１１２５１９２２６６１１８１７.４７０２近畿
－１２７１７７１２９７７１２.７５１０中国・四国
３２２７２３９１５４１４７１９.１７７０九州・沖縄
５１９２１９８８０６２１３.３５３７５人未満

正
規
規
模
別

７２１４２６０１９５２０９２２.０８８５５人以上１０人未満
２２２０２７２２８０２１６２４.６９９０１０人以上２０人未満
２１７２２８６３５２１７３２４.５９８５２０人以上５０人未満
１７４１３０１３４４９９.６３８８５０人以上１００人未満
１４５６７４６１３４.３１７２１００人以上
５２４６２３４１８０１２５１９.６７９０１０００万円未満

資
本
金
規
模

３３２２４６２４３０２１８３５.７１４３５１０００万円
３１２８２１６２１３１８１１８.４７４１１０００万円超３０００万円未満
１６０１４９１５１１３５１２.３４９６３０００万円以上５０００万円未満
４５７１２４９８５３８.３３３６５０００万円以上

表１　2002年DOR特別調査回答数

表２　県別、６地域別回答数

％小計％回答企業数県名６地域％小計％回答企業数県名６地域

１７.５％７０４

１.３５１滋 賀

近
畿１７.２％６９５

７２８４北 海 道

北
海
道
・
東
北

４.５１８２京 都１.４５７青 森
５.３２１２大 阪０.９３５岩 手
３１２０兵 庫２８０宮 城
１.９７８奈 良００秋 田
１.５６１和 歌 山１.４５６山 形

１２.７％５１０

００鳥 取

中
国
・
四
国

４.５１８３福 島
０.６２５島 根

１６.０％６４５

０.５２１茨 城

関
東

１.１４６岡 山０.８３２栃 木
４.３１７４広 島２.２８９群 馬
１.１４５山 口３１２１埼 玉
０.３１４徳 島３.７１４８千 葉
３１１９香 川３.４１３５東 京
１.３５１愛 媛２.５９９神 奈 川
０.９３６高 知

１７.５％７０４

１.６６６新 潟

北
陸
・
中
部

１９.１％７７１

７.９３１７福 岡

九
州
・
沖
縄

２.３９３富 山
１.１４５佐 賀１.２５０石 川
１.６６４長 崎０.５２０福 井
１.５６１熊 本０.３１２山 梨
１.３５３大 分１.３５３長 野
２.２８７宮 崎１.４５６岐 阜
０.２１０鹿 児 島２.３９４静 岡
３.３１３４沖 縄５.２２０９愛 知

４０２９１００４０２９合　計１.３５１三 重
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表３　業種別回答数

回　答
企業数中分類回　答

企業数２０業種分類回　答
企業数

４業種
分  類

１４農業

１８１８
そ
の
他

１林業

２水産養殖業

０非金属鉱業

４８総合工事業（官公需中心）４８総合工事業（官公需中心）

７３３
建
設
業

２６４総合工事業（民需中心）２６４総合工事業（民需中心）

１８３職別工事業１８３職別工事業

２３２設備工事業２３２設備工事業

１５５食料品製造業
１６６食料品等製造業

１１０９
製
造
業

１１飲料・飼料・たばこ製造業

９繊維工業
５６繊維、繊維製品

等製造業 ４７衣類・その繊維製品製造業

２９木材・木製品製造業

８６木材・木製品等
製造業 １９家具・装備品製造業

３８パルプ・紙・紙加工品製造業

１４０印刷・同関連産業１４０印刷・同関連産業

１８化学工業

９４化学・石油製品
等製造業

４石油製品・石炭製品製造業

３６プラスチック製品製造業

９ゴム製品製造業

４なめし革・同製品・毛皮製造業

２３窯業・土石製品製造業

２６鉄鋼業
３５鉄鋼・非鉄金属

製造業 ９非鉄金属製造業

１０６金属製品製造業１０６金属製品製造業

９３一般機械器具製造業

２３１機械器具製造業
６０電気機械器具製造業

１７輸送用機械器具製造業

６１精密機械器具製造業

８４その他の製造業８４その他の製造業

１０４ソフトウエア製造業１０４ソフトウエア製造業

８水処理プラント

１４２運輸・通信業１２２３

流
通
・
商
業

１６道路旅客運送業

６３道路貨物運送業

４水運業

２C-４３

７倉庫業

２８運輸に附帯するサ－ビス業

１６ネットワークセンター，専用線再販

２５繊維・衣服等卸売業

４４６卸売業

１２２３

流
通
・
商
業

９３飲食料品卸売業

１１８建設材料・金属材料等卸売

１０９機械器具，事務機器等卸売

１０１その他の卸売

４２各種商品小売、百貨
店、コンビニ

４３０小売業

２６繊物，身の回り品小売業

６３飲食料品小売業

６１自動車・自転車小売業

３９家具・什器・家庭用機
械器具小売業

１９９その他の小売業

６２一般飲食店
７１飲食業

９その他の飲食店

２貸金業，投資業

１２７不動産業

０証券業

４２保険業，保険媒介代理業

３８不動産取引業

４５不動産賃貸・管理業

５５洗濯・理容・浴場業

９３４サービス業９４１

サ
ー
ビ
ス
業

０駐車場業

３１その他の生活関連
サ－ビス業

４７旅館・その他の宿泊所

９娯楽業（映画,VTRを除く）

７０自動車整備業

１４機械・家具等修理業

５３物品賃貸業，リ－ス

７映画,VTR制作

１放送業，有線

２７情報サ－ビス・調査業

５５広告業・広告代理店

２８０専門サ－ビス業（設
計会計法律）

３協同組合

１７１その他の対事業所
サ－ビス業

２９廃棄物処理業

２１医療業

１保健・衛生

９社会保険，社会福祉

１６教育

２５出版・広告制作

１０その他のサ－ビス業
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会員各位
中小企業家同友会全国協議会

会長　赤石　義博
日頃、中同協の調査活動へのご協力に感謝申し上げます。今回の調査は、最近急速に進んで

いる取引先をめぐる環境変化と空洞化の現状を調査することが目的です。そこから中小企業の
経営課題を明らかにし、中小企業政策の充実に向けての活動強化に役立てて参ります。なお、
調査結果は、DOR特別調査報告として発表するほか、2003年2月13～14日の全研（大分）の分
科会で論議する計画です。趣旨をお汲み取りの上、調査へのご協力をお願い申し上げます。

会社名［ ］ 都道府県名［ ］
常勤役員を含む正規従業者数…（ ）人　　資本金…（ ）万円
派遣･契約社員を含む臨時･パート数…･（ ）人
売上が最も多い事業……[ 1.建設業　2.製造業　3.流通･商業　4.サービス業 5.その他 ]
主な仕事の内容…[ ]

＜各問とも該当する番号に○を付してください。＞
【1】過去１年間で取引先企業の倒産･廃業はありましたか。……［ 1.ある 2.ない］
Aａ.ある場合、その主たる取引先企業の規模は：[ 1.中小企業　2.大企業 ]
ｂ.その取引先企業と貴社の関係は：[ 1.仕入先　2.受注先 3.外注･委託先　4.販売先

5.販売委託先　6.その他( )]
Bその直接の影響はどうでしたか（複数回答可）。
[ 1.債権回収が不能になった　2.現金取引に変ることになった　3.仕事量が急減した　4.新た
な取引先を探した　5.支払い給与をカットした　6.取引先への支払いを延期した
7.その他( ) 8.影響ない］

Cその倒産･廃業の主たる原因は何であると推測されますか（複数回答可）。
[ 1.売上不振　2.貸渋り等よる資金繰りの行き詰まり　3.放漫経営　4.取引先の海外進出　5.連
鎖倒産　6.後継者確保難　7.市場縮小 8.その他( )]

【2】経営環境変化に対する貴社の対応について(2000年秋以降、複数回答可)。
[ 1.新業務への全面転換　2.新規事業部門を新設　3.既存業務部門からの撤退　4.企業組織の
スリム化　5.事業組織(部門)の分社化　6.事業所の増設､新設　7.事業所を縮小・集約化　8.
持ち株会社化　9.系列や下請制から離脱　10.共同事業､協同組合への加入　11.海外生産への
移行　12.低価格化戦略の推進　13.各種ネットワーク化の推進　14.財務体質の強化　15.得
意分野の絞り込み　16.新規研究開発の促進　17.情報力の強化　18.専門分野の人材確保･教
育　19.その他( ) 20.特に対応なし］

「経営環境の変化と対応」アンケート

資料（調査票）
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【3】貴社の雇用･採用面での対応について（2000年秋以降、複数回答可）。
[ 1.新卒採用の拡大　2.新卒採用の縮小　3.障害者雇用の拡大　4.高齢者雇用の拡大　5.女性
雇用の拡大　6.大企業からの中途採用　7.大企業以外からの中途採用　8.外国人の採用　9.
期間限定雇用の利用　10.人員削減(リストラ) 11.アルバイト･パートの活用　12.早期定年
制の導入　13.退職後の再雇用制の採用
14.その他(     ) 15.特に対応なし］

【4】企業の海外進出､生産委託または輸入増による地域産業の空洞化について。

A貴社の所在地域ではそうした意味での産業空洞化が進んでいますか。

[ 1.進んでいる　2.今後進みそう　3.空洞化の可能性はない　4.わからない ]
B貴社の所在地域で空洞化によって今最も問題になっていることは何ですか。

[ 1.倒産･廃業の増加　2.雇用悪化　3.消費低迷による商店街の衰退　4.空き工場の増加等によ
る産業集積の崩壊　5.税収の減少　6.その他( )]

C過去５年間に海外進出､生産委託した主要取引先はありますか……[ 1.ある　2.ない ]
移転先は……[ 1.中国　2.アジア(中国以外) 3.北米等NAFTA 4.ＥＵ　5.その他 ]

【5】貴社は海外展開(進出､生産委託等)していますか。

A海外へは[ 1.すでに進出している　2. すでに生産委託している　3.近く進出する予定　4.近く
生産委託する予定　5.現在検討中　6.海外進出する予定はない　7.生産委託する予定
はない ]

Bａ.海外展開している場合(検討中を含む)、その展開先はどこですか。（複数回答可）
[ 1.中国　2.アジア(中国以外) 3.北米等NAFTA 4.ＥＵ　5.その他( )]
ｂ.海外展開する理由は何ですか。（複数回答可）
[ 1.国内より安価な調達が可能　2.安価な労働力(人件費コスト) 3.取引先の海外移転
4.進出先の市場の魅力　5.優秀な人材確保(人材不足) 6.事業機会の拡大　7.情報･技術の
獲得　8.行政･業界の推奨　9.その他( )]

C海外展開していない場合、その理由は何ですか。（複数回答可）

[ 1.資金がない　2.人材がいない　3.リスクが大きい　4.適切な情報がない　5.進出先で同
じ生産等の条件が確保できない　6.地域･顧客密着など国内立地でなければ成立しない
7.進出しなくても十分競争力がある　8.国内地域立脚にこだわりたい
9.その他( )]

ご協力有難うございました。8月29日までに所属同友会までFAXにてご返送ください。

（環境変化及びその対応について特筆すべきことがあればご記入下さい）
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